
俯瞰講義：エネルギーと地球環境

エネルギー・地球環境問題における技術の役割
山地憲治(10月22日、29日、11月5日)山地憲治( 月 、 、 月 )

・エネルギーシステムの視点エネルギ システムの視点

・エネルギー資源と技術エネルギ 資源と技術

・地球温暖化対策の長期技術シナリオ・地球温暖化対策の長期技術シナリオ

‡：このマークが付してある著作物は、第三者が有する著作物ですので、同著作物の再使用、
同著作物の二次的著作物の創作等については、著作権者より直接使用許諾を得る必要があります。



エネルギー資源と技術

－動力革命を端緒とするエネルギー技術の展開動力革命を端緒とする ネルギ 技術の展開

－化石燃料資源の利用可能量

原子力(核分裂 核融合)技術と資源－原子力(核分裂・核融合)技術と資源

－自然エネルギーの供給力と技術

－これから注目されるエネルギー技術



動力革命の始まり

ニューコメンの
蒸気機関(真空蒸気機関(真空
の力を利用)

出所：http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/8/8e/Newcomens_Dampfmaschine_aus_Meyers_1890.png



ニューコメン
の蒸気機関の蒸気機関

出所：http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/8/8e/Newcomens_Dampfmaschine_aus_Meyers_1890.png



動力革命から電気と自動車の時代まで

１７１２：ニューコメン：蒸気機関

１７６９：ワット：分離凝縮器特許

１８００ ボルタ 電池１８００：ボルタ：電池

１８１４：スチーブンソン：蒸気機関車

１８３１：ファラデー：電磁誘導の法則

１８５７：ドレーク大佐：石油生産

１８６０：ルノワール：実用ガスエンジン

１８７６：オットー：四サイクルエンジン→１８８５：ダイムラー：ガソリンエンジン１８７６：オット ：四サイクルエンジン→１８８５：ダイムラ ：ガソリンエンジン

１８７９：エジソン：炭素電球、ジーメンス：電車

１８８２：エジソン：電気事業（会社設立は1881）：電力システム

ビ１８８４：パーソンス：蒸気タービン

１８９５：ディーゼル：圧縮着火エンジン（ディーゼルエンジン）

１９０３：ライト兄弟：飛行機ライ 兄弟 飛行機

１９３８：ハーン：核分裂の発見

１９４２：フェルミ：原子炉

１９４４ ホイットル ジ ット機（ガスタ ビン）

蒸気機関

電気１９４４：ホイットル：ジェット機（ガスタービン）

１９６５：ジェミニ5号に燃料電池搭載

電気

内燃機関



技術進歩の速度 （１）

‡

米国の輸送ネットワークの拡大 ⇒インフラの成長は遅い
出所：A.Grubler: , Cambridge Univ. Press, 1998



技術進歩の速度（２）

Transition from Horses to Cars in U.S.

Model Ｔ: 16million cars for 
1908－1926: corresponds1908 1926:  corresponds

160GW introduction in less 
than 20 years assuming 
10kW/10kW/car.

‡

馬車から自動車への輸送手段の変化（米国）馬車から自動車 の輸送手段の変化（米国）
⇒インフラ上の技術の変化は速い

出所：A.Grubler: Technology and Global Change, Cambridge Univ. Press, 1998



技術進歩がもたらす需要の拡大例

‡

輸送技術 革新と ビリ 需要 拡大（ ）

‡

輸送技術の革新とモビリティ需要の拡大（フランス）

出所：A.Grubler: Technology and Global Change, Cambridge Univ. Press, 1998



出所：山地憲治、2006、「エネルギー・環境・経済システム論」岩波書店、図2-4（p27）



エネルギー資源の定義

ー確認埋蔵量

ー未発見資源

究極可採資源量：ー究極可採資源量：

累積使用量＋確認埋蔵量＋未発見資源

ー回収費用と回収技術

原始埋蔵量 増進回収技術（EORなど） ・・・原始埋蔵量、増進回収技術（EORなど）、・・・













U、Puの核分裂：約２００MeVU、Puの核分裂：約２００MeV

（U, Pu１gの核分裂で2TOE）

DT核融合：１７．６MeV核融合 eV

‡

図１



核融合反応の種類 Fusion Reactions

D4

：最も実用化に近い反応

中性子(n)が発生すると材料の放射化を起こす

３重水素(T)は天然には存在しないのでリチウムから製造する必要がある

リチウム同位体の天然存在比

Li6/Li7=7/93



軽水炉 → 高速増殖炉 → 核融合炉 への変化は起こるだろうか？

LWR, FBR, and Fusion Reactor

‡‡



A-32

‡

‡

出所：上：A.F. Henry, ”Nuclear Reactor Analysis”MIT Press, Fig.6.2(p263)
下：A.F. Henry, ”Nuclear Reactor Analysis”MIT Press, Fig.6.1(p263)



新燃料1kgの組成 取出燃料1kg(30,000MWd/T)の組成

燃残りの235U 0 8%

現在使用している軽水炉における核燃料の燃え方 Fuel burning in LWR
‡

3%
235U

燃残りの U 0.8%
236Uに変換 0.4%

核分裂して消滅(→FP)  1.8%*
中性子

97％
中性子

プルト
ニウム
TRU

中性子 Puが核分裂して消滅(→FP)
1.0%*

97％
238U

TRU
元素に
変換

燃残りのプルトニウム 0.9%
(内239Pu,241Pu 0.6%)

TRU(超ウラン)元素 =0.1%

高速中性子
238Uが高速核分裂して
消滅(→FP) 0.2%*

燃残りの238U ＝95％

*印は核分裂を表す(合計約3%)

約30gが核分裂する(=石油約60t分)
1kgの3%濃縮ウラン燃料

約30gが核分裂する(=石油約60t分)

5.5kgの天然ウラン

1万倍程度のエネルギー密度
ウラン濃縮

g 天然ウラ
(235U約40g)

(FP:核分裂生成物)4.5kg0.2%劣化ウラン
(濃縮テイル)

出所：山地憲治：｢エネルギー・環境・経済システム論」、岩波書店、2006年、図2.17（p.47）



‡‡





‡



‡

出所：原子力事典ATOMICA

‡



‡



太陽
（核融合エネルギー）

短波長放射
52,000兆Ｗ

長波長放射（赤外
線）（核融合 ギ ）

直接反射(30％)

173,000兆Ｗ

, 兆 線）

月
直接反射(30％)

熱へ直接変換 81,000兆W
潮汐・潮流

8兆Ｗ

蒸発・降雨など(23％) 40,000兆Ｗ
風・波など 370兆Ｗ

光合成 80兆Ｗ→植物 熱伝導
32兆Ｗ

火山・温泉
0.3兆Ｗ32兆Ｗ 0.3兆Ｗ

地熱自然エネルギー

核エネルギー核 ネルギ

化石エネルギー
リサイクル
エネルギー

人類のエネルギー消費
（約1３兆Ｗ）

生産・廃棄物

食料・原材料

‡
食料・原材料

地球のエネルギーバランスと各種エネルギー資
源



自然エネルギーは資源量よりも経済性が問題
太陽電池のケース

備知識予備知識：

設備利用率＝実際の発電量(kWh)/（設備の定格容量(kW)×８７６０(h)）
太陽電池の定格容量を1kWとすると日本の日射条件では年間発電量は約1000kWh
太陽電池の設備利用率は１１～１２％（＝1000/8760)；火力や原子力では７０～８０％

太陽電池発電の経済性：

設備コスト：X円/kW
設置に必要な面積：効率ηとして1/η（ｍ２/kW)、η=10%なら、１００万kWで１０km2

設備寿命：Y年

割引率*を考量しない場合での単純発電コスト：X/1000Y
X=５０万円、Y=２０年 → 発電コスト＝２５円/kWh

しかし、上記の計算は甘すぎる：

１）割引率(将来のお金の価値は割り引かなければならない)：３％/年とすると２０年間での資本回収
係数は0.067 → 毎年0.067X円の資本コスト → 発電コスト＝３３．５円

２）太陽電池の電気は必要なときに供給されるとは限らない → 蓄電設備などの追加コストが必要



世界の発電電力量

‡



新エネルギー導入実績と導入目標新エネルギー導入実績と導入目標 New Energy in JapanNew Energy in Japan

2002年度 2010年度目標

発
電

太陽光発電 15.6万kl（63.7万kW） 118万kl（482万kW）

838
万Kl

電
分
野

風力発電 18.9万kl（46.3万kW） 134万kl（300万kW）

廃棄物発電＋

バイオ ス発電

174.6万kl
（161 8万kW）

586万kl
（450万kW） 万Klバイオマス発電 （161.8万kW） （450万kW）

熱
利

太陽熱利用 74万kl 90万kl

廃棄物熱利用 164万kl 186万kl
1072
万Kl※１

用
分
野

廃棄物熱利用 164万kl 186万kl

バイオマス熱利用 68万kl 308万kl※1

未利用エネルギー※2 4 6万kl 5 0万kl
※２

※３

未利用エネルギ 4.6万kl 5.0万kl

黒液・廃材等※3 471万kl 483万kl

合計 991万kl 1,910万kl

※発電分野及び熱利用分野の各内訳は、目標達成にあたっての目安
※１輸送用燃料におけるバイオマス由来燃料（５０万ｋｌ）を含む。

（対1次エネルギー供給比） （1.7%）
,

（3%程度）

※２未利用ｴﾈﾙｷﾞｰには雪氷冷熱を含む。
※３黒液・廃材等はバイオマスの１つであり、発電として利用される分を一部含む。黒

液・廃材等の導入量は、エネルギーモデルにおける紙パの生産水準に依存するため、
モデルで内生的に試算されたもの。



～日本における太陽光発電に係る現状～～日本における太陽光発電に係る現状～ PV in JapanPV in Japan

太陽光 年代前半と 較 削減を達成

太陽光発電導入量住宅用太陽光発電システム価格

・太陽光については、９０年代前半と比較して１／５のコスト削減を達成。
・その結果、世界トップレベルの技術力と導入量を確保。

（万kW）（万円/kW）
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太陽光発電協会等のデータより作成

3.12.4 11.5
5.7

3.3
1.30.60.2

0 0

１９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５



再生可能エネルギーに関する国際的な動向（導入量）再生可能エネルギーに関する国際的な動向（導入量）

・近年、世界全体で、太陽光の累積導入量は前年度比４０％前後の伸びで増加。風力は２０～２５％

‡
近年、世界全体で、太陽光の累積導入量は前年度比４０％前後の伸びで増加。風力は２０ ２５％

前後の伸び。

・太陽光では、ドイツが日本と同じレベルに累積導入量で到達。風力では、日本はシェアを伸ばしてい
るが、主要国と比較すると依然低いレベル。

4000 50% 70000 30%
世界の導入量（累積）とその伸びＭＷ 世界の導入量（累積）とその伸び

太陽光 風力
ＭＷ

PV Wind Power
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3500

30%

40%
導入累積量

対前年度増加率

30000

40000

50000

60000

15%

20%

25%

累積導入量

対前年度伸び率

0
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0%
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20%

0

10000

20000

30000

0%

5%

10%

93 94 95 96 97 98 99 0 1 2 3 4 5

80%

100%

2 3 4 5
導入量（累積）に係る各国シェア

２００１年末 ２００５年末

ドイツ ８７５３(35 6%) １８４２７(31 1%)

導入量（累積）に係る各国シェア

20%

40%

60%

その他

米国

ドイツ ８７５３(35.6%) １８４２７(31.1%)

スペイン ３３３５(13.6%) １００２８（16.9%)

アメリカ ４２４５（17.2%) ９１４２（15.4%)

日本 ３００（1 2%) １１５０（1 9%)

出典：ＩＥＡ

0%

20%

92 93 94 95 96 97 98 99 0 1 2 3 4 5

ドイツ

日本

日本 ３００（1.2%) １１５０（1.9%)

世界合計 ２４５７４(100%) ５９２０６(100%)

出典：Windpower Monthly等



日本における現状と現行目標日本における現状と現行目標
～再生可能エネルギーの位置づけと我が国の現状～～再生可能エネルギーの位置づけと我が国の現状～

・電力分野における再生可能エネルギー全体で見た場合、現状において、我が国は、欧
州、米国と比較して、遜色のないレベルで導入されている。

再生可能エネルギー
再生可能エネルギー（電力分野）の導入比率

（三極比較）

新エネルギー

大型水力等
日本 欧州(EU15) 米国

水力 ８．２％ １０．１％ ６．９％

（三極比較）

太陽光発電

風力発電

RPS対象

太陽熱

バ

地熱 ０．３３％ ０．２０％ ０．３７％

バイオマス １．２１％ １．３８％ １．３４％

風力発電

バイオマス発電

中小水力・地熱等

バイオマス
熱利用

その他

風力 ０．０９％ １．６２％ ０．２８％

太陽光 ０．０９％ ０．０２％ ０．０１％

合計 ９ ９％ １３ ３％ ８ ９％

自家消費分 系統流入分

合計 ９．９％ １３．３％ ８．９％

（出典）日本のみ資源エネルギー庁データ。その他は IEA, “Energy Balances of 
OECD Countries, 2003-2004”

（注）発電量は自家消費分を含む ‡
熱分野 電力分野

（注）発電量は自家消費分を含む。

‡
‡



これから注目されるエネルギ 技術これから注目されるエネルギー技術

－バイオ燃料

－水素

自動車の新技術－自動車の新技術

－エネルギー変換の高効率化

－照明技術・ヒートポンプ

CO の回収 貯留(CCS)－CO2の回収・貯留(CCS)
－ライフスタイルの選択(技術ではないが)( )



World Bio-ethanol Production 





Bio-ethanol in U.S.



なお、バイオディーゼルの原料として、熱帯地域ではパーム油が注目されている。



エネルギー形態の特徴と水素の役割

エネルギーは相互変換可能であ
るが、下の方向へはより容易に
効率よく変換できる

大量輸送、低コスト輸送に適した
ネ ギ 態

電力は他の全てのエネルギー
形態へ変換可能。エネルギー
ディストリビューション分野

優れも

様々なエネルギー形態の特性

）

電気エネルギー電気エネルギー

効率よく変換できる。 エネルギー形態。の優れもの。

いったん熱に変換する必要のない発
電技術（例えば燃料電池）の開発に

輸送にはあまり適さないが、ローカ
ルなグリッドで相互補完を行うとか、
電気、水素等のエネルギーに変換し
再循環することで、効率的運用を図
れる可能性の大きいエネルギー形態

性
の

高
さ

質
的

エ
ク
セ

ル
ギ
ー

） 電技術（例えば燃料電池）の開発に
よる実質的エクセルギーの向上。

れる可能性の大きいエネルギ 形態。

水素利用技術等水素利用技術等電気分解等従来発電

ー
の

変
換

性
・
融

通
性

変
換

技
術
に

お
け
る

実

水素
ジュール熱の様なもったいない変換
はなるべく避け、可能な分はヒート
ポンプで環境からくみ上げる。

水素利用技術等水素利用技術等電気分解等従来発電

エ
ネ

ル
ギ
ー

現
在

の
エ

ネ
ル
ギ

ー
変

化学エネルギー化学エネルギー

石油

天然ガス
廃棄物

石炭熱エネルギー熱エネルギー

高温排熱地熱

燃焼等

66

（
現

低温排熱 熱化学分解
等

燃焼等

66
エネルギーの輸送・貯蔵の効率

長距離・大量・低コスト輸送や貯蔵に適した高密度性

出所：経済産業省のエネルギー研究会（東京ガス作成）



History of CarsHistory of Cars

出所：河合大洋、EIT Journal, 54, April 2007



出所：JEF, Japan Spotlight, Sept./Oct. 2007



プラグインハイブリッド車(PHEV)プラグインハイブリッド車(PHEV)

ハイブリ ド車のバ テリ を大型化し電気だけで数• ハイブリッド車のバッテリーを大型化し電気だけで数
十kmの走行が可能

短距離は電気 長距離はハイブリッド車として走行• 短距離は電気、長距離はハイブリッド車として走行
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火力発電の高効率化

将来は高温型燃料電池とガスタービンの組み合わせもある。



天然ガスコージェネレーションの高効率化天然ガスコージェネレーションの高効率化
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CO2の回収・貯留: CCS 地中貯留、海洋貯留
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出所：JEF, Japan Spotlight, Sept./Oct. 2007


